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研究要旨 

がん診療連携拠点病院のがん相談支援センターに電話をかけた相談者が、適切にがん相談

支援センターの相談員につながれるかどうかについて現状を把握することを目的として調

査を行った。全国がん診療連携拠点病院の 6割にあたる 228 施設から参加の表明があり、9

割以上の施設では、2 回以内に相談員につながることができ、平均では 30 秒程度で相談員

に到達した。一方で、つながらなかった場合には、平均で 2 分前後、場合によって 5 分以

上の時間を要していた。長時間待たされた結果、相談できなかった場合には、相談者に強

い不満が残り、またそれ以上のアクセスをあきらめる可能性もあり、改善が必要な状況が

あることが示唆された。 

 

Ａ．研究目的 

１．情報および相談支援ニーズの社会的認

知と相談支援センターの設置 

2006 年に制定されたがん対策基本法、そ

れに基づく国および都道府県のがん対策推

進基本計画では、医療機関の整備、外来化

学療法や放射線治療の強化、早期からの緩

和ケアの実施などと共に適切な情報提供と

相談支援を行うことが定められ、がん相談

支援センターが設置されることとなった。

がん相談支援センターは自院の患者のみな

らず、院外の患者や家族、地域住民に対し

ても広くがんに関する相談を受ける場所と

して位置づけられ、2013 年 10 月現在、全

国 397 箇所のがん診療連携拠点病院すべて

に設置されている。 

こうした施策の展開課程は、2006 年から

はじまる最初のがん対策推進基本計画であ

る第 1 期においては相談支援センターの量

的拡充が図られ、2011 年からの第 2期計画

においては質的な充実が求められる時期に

あると整理されている(今井 他, 2012)。す

なわち、わが国のがん対策において相談支

援のニーズが認知され、そのニーズに応え

る場所としてがん相談支援センターが制度

化され、今からより一層の強化が図られる

段階にある。 

 



 
 

２．相談支援センターの現状と課題 

諸外国においてもがん患者や家族向けの

相談機能の必要性は認識されており

(Kinnane, 2012)、相談支援機能が患者や家

族の主体的な対処能力を高めることは多数

報告されている(Centre and Initiative, 

2003)。わが国においても、患者、家族、国

民からがんに関する相談を受け、情報を伝

える最前線の窓口として重要視される「が

ん相談支援センター」であるが、認知度や

利用のしやすさについては「実質上機能し

ていない」「使いたくてもアクセスできない」

(小川, 2013)、「一般市民や他の病院を利用

している患者などには存在が知られにくい」

「がんサバイバーや遺族など病院に行かな

くなった人とって利用しにくい」(秋月, 

2009)ことが指摘されており、設置された相

談支援センターが必要な人に活用されうる

状況を整えることが喫緊の課題となってい

る。 

こうした状況の中、2014 年 1月に発出さ

れた新しいがん診療連携拠点病院の指定要

件には、広報、周知を行うことが明記され

ると共に、PDCA サイクルによって改善の取

り組みを継続的に行うべきとも示されてい

る。すなわち、より多くのニーズにこたえ

られるよう周知を広げ活用されうるための

取り組みをすすめるとともに、その状況を

把握し、改善を把握することががん対策と

して求められている。 

 

３．がん相談支援センターにおける「電話」 

 がん相談支援センターは、地域の資源と

して院外の患者や家族、地域住民からの相

談に対応することとなっているが、院外の

利用者にとっては最初のコンタクトは訪問

より電話の方が敷居が低い可能性が高い。

しかし、電話が適切に取り次がれなかった

り、相談対応者（相談員）につながるまで

に非常に時間がかかった場合、利用者に不

適切に扱われた、アクセスできなかった、

といった印象を与え、「がん相談支援センタ

ーは実際には使いづらい」といった患者の

声としてしばしば紹介される事態を発生さ

せていることが推測される。がん相談支援

センターの機能や相談員の質の向上の必要

性が強く意識されているが、それ以前の段

階で利用を阻む事態が生じている可能性も

考えられるのである。 

 

４．調査の目的 

以上を踏まえ、電話をかけた相談者が、

適切にがん相談支援センターの相談員につ

ながれるかどうかについて現状を把握する

ことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．調査方法 

１）調査対象施設 

がん診療連携拠点病院のがん相談支援セ

ンターの相談員が登録しているメーリング

リスト（kyoten-cisc@ml.res.ncc.go.jp）

および郵送で本調査の実施を案内し、参加

施設受付期間（2014年2月12日～同28日）

に調査参加の連絡のあったがん診療連携拠

点病院のがん相談支援センターを対象とし

た。 

参加施設は合計 228 施設、うち都道府県

拠点病院が 34 施設、地域拠点病院が 194 施

設であった。 



 
 

 
図１：拠点病院種別ごとの参加施設割合 

 

２）調査対象回線 

がん情報サービス(http://ganjoho.jp)

「病院をさがす」で公開されているがん相

談支援センター情報に記載されている連絡

先電話番号を調査対象とした。代表電話、

直通電話の両方が記載されている場合には

それぞれ 1回線ずつを対象とした。 

調査に参加した 228 施設のうち、代表回

線と直通回線の両方が記載されていた施設

は 111 施設(49%)、代表回線のみ記載されて

いた施設は 106 施設(46%)、直通番号のみ記

載されていた施設は 11 施設(5%)で、代表計

217 回線、直通計 122 回線を調査対象とし

た。 

 

３）調査内容 

がん情報サービスに記載されているが

ん相談支援センターの電話回線１つに

つき、2回まで電話をかけ、がん相談支

援センターの相談員につながるまでの

時間およびその間に電話応対した人数

を把握した。相談員につながった段階で

その旨を相談員に伝えて調査は終了と

なるため、調査の電話においては相談対

応は行っていない。 

当初は１つの回線につき 2度つながるま

で電話をかけ、その平均値を算出する予定

で募集を呼びかけたが、予想以上に多くの

施設から参加の意向が示されたため、費用

の制約上、1回線について 2回まで電話を

かけ、相談に到達した時点で調査完了とし

て実施した。 

 なお、4施設については、がん情報サー

ビスにおいて公開されていた代表電話番号

に誤りがあることが判明し、正しい番号に

かけなおすという処理が発生したが、番号

違いの電話については本報告の調査結果か

ら除外した。また、調査員の説明の不備に

よるかけなおしも集計結果からは除外した。

また、実際には 3回目の電話を行って到達

が確認できた施設もあったが、その結果に

ついても本集計からは除外した。 

電話調査を行った期間は2014年 3月 6日

から 13 日である。 

※ がん情報サービスに掲載されてい

る情報は、がん診療連携拠点病院現

況報告書に基づくものであり、各施

設からの申し出により随時情報が

更新されている。 

 

４）倫理的配慮、調査結果のフィードバッ

クおよび公開 
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調査結果として、当該施設の録音（呼び

出し音が鳴ってから電話が切れるまで）デ

ータと、調査結果（時間および対応人数）

を各施設の担当者あてに送付した。 

 下記の点をあらかじめ定めて調査を実施

し、問いあわせがあった際には以下の点に

ついて回答した。 

・本調査は施設を対象とした調査であるた

め、倫理審査の対象に該当しない。ただ

し、調査の過程で収集された情報の管理

等については疫学研究に関する倫理指針

に示された基準に沿って適切に扱う。 

・本調査は調査内容を明らかにして参加施

設を募集し、参加意向が表明された施設

のみを対象とする。 

・調査に参加した施設名および担当者名は

公開しない。（参加した施設や担当者が自

身が参加したことを明らかにすることは

研究班としては管理できない） 

・相談員等の個人情報は扱わないが、調査

の中で知りえた情報については厳重に管

理し研究終了後には破棄する。 

・電話調査の実務を委託する企業とは情報

管理について文書により申し合わせ事項を

締結する 

・研究結果は学術雑誌、学会報告等におい

て公開するが、その際には参加施設が明

らかとならないよう十分な配慮を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

１．相談員に到達した割合 

１）代表回線 

 代表回線の記載があった 217 施設のうち、

1回目の電話で相談員に到達したのは 163

施設(75%)、2 回目の電話で相談員に到達し

たのは 35 施設(16%)で、19 施設（9%）は 2

度の電話では相談員につながらなかった。

 

1 回目の電話(n=217)  
 

   

 完了（相談員に到達） 163 (75%)    
 未達 54 (25%)    
  未達の内訳  

 
   

    相談員不在・対応中   30   

    代表番号が通話中／かけ直すようテープ音声  
 8   

    非通知設定から代表番号にかけられない*  
 13      

   部署に回されず、直通を案内された    3    
2 回目の電話(n=54)  

 
   

 完了（相談員に到達） 35 (16%)    
 未達 19 (9%)    
  未達の内訳  

 
   

    相談員不在・対応中  
 12   

    代表番号が通話中／かけ直すようテープ音声  
 3   

    部署に回されず、直通を案内された  
 2   

    がん情報サービス上の対応時間だが時間外といわれた  1   
    不通（2 分以上つながらない）    1     

  *については番号通知設定で発信 

 

 

2 回目の電話 



 
 

２）直通回線 

 がん情報サービスに直通回線の記載があ

った 122 施設のうち、1回目の電話で相談

員に到達したのは 89 施設(73%)、2 回目の

電話で相談員に到達したのは 26 施設(21%)

で、7施設（6%）は 2度の電話では相談員

につながらなかった。 

1 回目の電話(n=122)  
 

   

 完了（相談員に到達） 89 (73%)    
 未達 33 (27%)    
  相談員不在・対応中   12   

  通話中  
 9  

 
  非通知設定から代表番号にかけられない*  

 8      
  留守番電話  

 1   
  2 分以上応答なし    3     

2 回目の電話（n=33)  
 

   

 完了（相談員に到達） 26 (21%)    
 未達 7 (6%)    
  通話中  

 1   
  相談員不在・対応中(通常発信)  

 4   
  2 分以上応答なし(通常発信)    2     

  *については番号通知設定で発信 

 

２．相談員につながるまでの時間 

 代表回線において相談員に到達したケー

スで、相談員につながったとわかるまでの

時間は 1秒から 152 秒、平均 33 秒、中央値

は 22 秒だった。一方、相談員が不在・対応

中であった 42 ケース（1回目で不在・対応

中未達の 30 ケース、2回目で不在・対応中

の 12 ケース）の総通話時間（電話をかけて

から切るまで）は 43 秒から 428 秒、平均

150 秒、中央値は 114 秒だった。 

 直通回線において、相談員に到達したケ

ースで、相談員につながったとわかるまで

の時間は 2秒から 151 秒、平均 37 秒、中央

値は 15 秒だった。同様に直通回線において

相談員が不在・対応中であった 16 ケース（1

回目で不在・対応中 12 ケース、2回目で不

在・対応中 4ケース）の総通話時間は 37 秒

から 159 秒、平均 79 秒、中央値 65 秒だっ

た。
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図２：相談員につながるまでの時間 



 
 

３．相談員につながるまでの対応人数 

 代表回線において相談員に到達した 198

ケースでは、相談員以外に 1名の取り次ぎ

があったケースが 169（85％）、2名の取り

次ぎがあったケースが 29（15％）だった。 

直通回線において、相談員に到達したケ

ースでは取り次ぎは皆無だった。 

 

Ｄ．考察 

 本調査を計画した段階では、全国のがん

診療連携拠点病院の２～３割が参加するも

のと予想していたが、調査の参加を呼びか

けたところ、実に 6割近くの施設から参加

の表明があり、がん相談支援センターの現

場で予想以上に関心が高いことがうかがえ

た。平成 26 年 1月に改定が示されたがん診

療連携拠点病院に関する指定要件において

は、ＰＤＣＡサイクルをまわすこと、がん

相談支援センターの広報の必要性などへの

言及が見られるなど、施策としてより具体

的な改善が求められる状況にあるが、現場

でも何らかの対応が必要であると感じてい

る施設が多いことが推察される。 

 今回の調査の参加施設では、代表回線、

直通回線とも 7割以上のがん相談支援セン

ターが一度で相談員につながり、つながる

までの時間も 20～30 秒程度と比較的短時

間であった。一方、1割弱のがん相談支援

センターには 2度の電話では相談員につな

がらず、その場合には電話をかけてから切

るまでの通話時間は平均で 2分前後、場合

によっては 5分以上の時間を要していた。

長時間待たされた結果、相談できなかった

場合、相談者には強い不快感が残り、「やは

り相談支援センターは使えない」といった

声につながることも十分予想できる。また、

本調査への自主的な参加を表明した施設に

おいてこうした状況があることから、全て

のがん診療連携拠点病院でみた場合にはよ

りその割合が高くなることも予想できる。

限られた人員であることなど、いつでも電

話に対応できるとは限らない事情は多くあ

ると考えられるが、相談ニーズのある人が

不快な思いだけを残して相談支援の機会を

逸することがないような対応が必要である

と考えられる。施設ごとの対応にまかされ

る状況では、現時点でアクセスに問題のあ

る施設ほど、対応がすすまないことも予想

され、何らかの強制力のある方法での対応

も必要となるかもしれない。 

 なお、本調査において、数％の施設が、

代表電話についてもナンバーディスプレイ

機能で番号費通知の設定になっている場合

には着信が拒否される設定となっていた。

利用者は必ずしも、通知の仕方などを知っ

ているとは限らず、電話をかけることすら

できていない場合もあるかもしれない。非

通知拒否の設定をしている事情はさまざま

にあると思われるが、少なくとも自院の設

定がどうなっているのかを知り、かけるた

めの方法についても周知する必要があるだ

ろう。 

 

Ｅ．結論 

 本調査への関心は、予想以上に高く、現

場の相談員にもがん相談支援センターへの

アクセスの保障の重要性が認識されている

ものと考えられた。大多数の施設では、比

較的短時間に相談員につながることができ

たが、数は少ないもののなかなかつながら

ず、かつ、つながらないことがわかるまで

に長時間かかる施設もあり、相談者がアク



 
 

セスをあきらめる可能性があるケースも発

生している可能性が示唆された。 

 施設ごとの事情もあり、人員配置の拡充

等の体制確保は簡単ではないことが予想さ

れるが、がん相談支援センターに求められ

ている役割を考えると、アクセスを保障す

るための対応は今後より一層重要になると

考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

八巻知香子、高山智子. がん診療連携拠点

病院「相談支援センター」における院内外

への周知の取り組みに関する検討. 医療と

社会 vol24. No2. （印刷中：2014 年 7月

刊行予定） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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